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市街地の新しいリニューアル（再開発）手法についての研究会について

平成１３年 ４月

中小企業庁技術課

１．研究目的・内容

近年 「つくば方式 （スケルトン型定期借地権住宅）と呼ばれる新しい住宅、 」

供給手法が注目を集めている。第１号の事例がつくば市内で完成したことから

そう呼ばれるが、具体的には、①３０年後の建物譲渡特約オプションつきの一

般定期借地権というソフトの仕組みと、②サポート（Ｓ）とインフィル（Ｉ）

の分離というハードの仕組みを主軸として、安価で利用価値・防災性・環境保

全性に優れた建物の供給を可能としている。

こうした手法を更に発展させ、中心市街地における良質な集合住宅、共同店

舗等の供給を促進するためには、区分所有法、借地借家法などの関連法制や税

務上の取扱を巡る諸問題について、更なる検討が必要と考えられる。

本研究会では、そうした制度論から住民合意形成の支援策まで含めた幅広い

検討課題について、具体的に事例に則しながら検討することとする。

当面は、サポート・インフィル分離型集合住宅の供給形態について法制面等

から可能性を検討する。

２．研究方法

外部メンバー参加による研究会、住民合意形成のためのシミュレーションモ

デルの検討 等

３．メンバー

別紙

４．スケジュール

４月より月２回のペースで研究会を開催し、６月を目途に中間レポートを取

りまとめる

第１回研究会 ４月２０日（金）１８：００～２１：００
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（別紙）

（敬称略、順不同）

省外メンバー

○三宅 理一 慶應義塾大学大学院教授

○石橋 畝 竹中工務店住宅本部長

○大西 誠 都市基盤整備公団計画部課長

○小川 幸男 墨田区地域整備課長

○加藤 真志 ＮＫＫ技術企画部

○小林 秀樹 国土交通省国土技術政策総合研究所室長

○佐々木 宏 国土交通省住宅局住宅生産課長

○関谷 浩史 慶應義塾大学環境情報学部専任講師

○近角 真一 集工舎建築都市デザイン研究所代表取締役

○松村 秀一 東京大学助教授

○丸山 英気 千葉大学教授

○山野目 章夫 早稲田大学法学部教授

省内メンバー

○林 明夫 中小企業庁経営支援部技術課長

○足立 康史 中小企業庁事業環境部企画課課長補佐

○新井 啓祐 資源エネルギー庁省エネ新エネ部政策課課長補佐

○多田 俊樹 製造産業局住宅産業窯業建材課課長補佐

○山崎 琢矢 経済産業政策局新規産業室参事官補佐

事務局

○高柳 大輔 経済産業研究所

○太田 成人 経済産業研究所

○森脇 賢 中小企業庁経営支援部技術課
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